
1A2 研究履歴・環境と 研究パフォーマンスの 関係 

一目 はほ 免者を対象として 一 

0 大熊和彦 ( 政策科学研 ), 平澤 冷 ( 科技庁・科学技術政策研 ) 

1 . はじめに 

国立試験研究機関の 研究者を対象としたアンケート 調査により、 研究パフ オ一 

マンス指標間相互の 関係や研究パフォーマンスと 研究者の研究上の 履歴などとの 

関係を分析した。 また、 研究者が最大成果をあ げた研究に即して 研究環境要因を 

評価した結果から、 研究環境に関わるマネジメント 要因の影響を 分析した。 これ 

らの結果は、 人材育成や研究支援体制など 一般的な研究マネジメント 上の知見と 

してのみならず、 国立試験研究機関の 改革が推進されようとしている 今日、 改革 

方向の論議を 基礎づける有益な 実態データであ ると思われる。 

2 . 調査方法 

国立試験研究機関の 中堅研究者層 ( 主任研究員クラス 以上 ) を対象にアンケー 

ト調査 (1996 年 3 月 ) を実施した。 対象者 969 人、 回答者 305 人 ( 回収率 31.5 % 、 

平均年齢 46.8 歳 ) であ った。 

「研究者の属性・ 研究履歴」として、 年齢、 勤務年数、 所内異動経験、 最終 学 

歴 以降の国内他機関研究経験、 海外学会発表経験と 最初の年齢、 海外機関研究経 

験と年齢、 所属学会数と 平均参加回数、 国際的な研究組織・ 研究者との遭遇形態 

と年齢、 現在の業務の 研究・管理比率についての 回答を得た。 

「研究パフオーマンス」の「客観的評価指標」 として、 国内 / 国際学会発表、 

国内Ⅰ国際学会招待講演、 和文 誌 / 欧文詩学術論文、 研究プロジェクト 等の報告 

書類、 学術書、 解説論文等、 国内特許申請、 所属研究所顕彰、 内外学協会学術的 

/ 技術的顕彰の 累積件数についての 回答を得た。 また、 その「主観的指標」 とし 

て 、 同一研究分野 ( 論文審査可能 ) の世界の研究者コミュニティにおける 自己の 

ランクづけ ( 階層評価 ) を採用し回答を 得た。 

これらの研究パフォーマンスと 研究履歴・属性の 相関分析を行 う ことにより 研 

究 履歴などの影響評価を 行った。 

また、 「最大成果をあ げた研究」を 研究者本人に 特定させて、 51 の環境要因が 

その成果に与えた 影響の促進的阻害的な 方向と強度に 関わる評価回答結果を 用い 

て、 研究環境の促進性・ 阻害性の評価やその 研究パフオーマンスなどとの 関係の 

検討を行った。 

3 . 調査結果 

( 1 ) 研究履歴・属性と 研究パフォーマンスの 関係 

表 1 に研究パフオーマンスの 関連指標間の 相関係数を示した。 客観的指標間の 

相関関係は指標の 代表性に関係するが、 学会活動に関しては 国内招待講演と 国内 
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表 Ⅰ 研究パフォーマンス 指標間の相関係数 

  l 国内学会 l 

１
円
の
 ｜
 

  l 発表 

相関係数 0 ． 6 以上 

相曲 係数 0 ． 4 以上 0.6 未満 

口 """" 。   。 "" 国内学会招待 枯演 

自己 辞価 0.311@ 0.320@ 0.281@ 0.260@ 0.138@ 0.269@ 0.097@ 0.287@ 0.210@ 0.149@ 0.130@ 0.259@ 0.082@ 1.000 



250       

自己評価 

200@ - 
・ 上位 10% 

  a  l0  ～ 30% 

x  30%  ～ 

摂 150-       
  

は 結   

擬 100  %  。     

  
    

  
  
    

  
      

@ @. 学会発表が相関が 高く、 学会の 

学術・技術の 顕彰は特許との 間 

に弱い相関があ る。 主要指標の 

因子分析の結果からは、 成果発 

表媒体一対面的将来的 ( 因子 1 ) 

と発信対象者 一 既知・未知 ( 因 

子 2 ) が構造的要因として、 ま 

た発表行動に 4 タイプ ( 国内学 

会発表、 国際的発表、 和文論文 

発表、 特許出願 ) の存在が示唆 

された。 

なお、 自己評価が高いものは 

客観的指標も 高い傾向にはあ る 0@ 10@ 20@ 30@ 40@ 50@ 60 

が 、 客観的指標が 低 い 集団にも 特許申請数 

相当数みられ ( 図 1 人客観的 図 ] . 主観的評価と 客観的指標の 関係の例 

指標の実態反映性の 歪みや自己 

評価の窓 意性 に基づくものと 考えられる。 研究者評価の 受容性に関連して 留意す 

べきであ る。 

表 2 に、 研究履歴・属性 ( 層別 ) と研究パフオーマンスの 関係を比較した 結果 

を 示した。 海外学会発表や 海外研究、 とくに若い時期の 経験の保有、 また国内学 

会・海外学会の 参加回数は 、 明らかに広いパフォーマンス 指標 群 での業績 数 と相 

関 があ る。 欧文論文指標との 関係では、 国際的な研究スタンダードを 得た機会や 

他機関での研究経験が 効果的であ ることを示唆している。 機関内異動や 他機関 所 

究 経験などはパフオーマンス 指標の種類により 影響度が異なった。 

( 2 ) 最大成果をあ げたときの研究環境の 影響 

最大成果をあ げた研究 [ 達成時平均 36.3 歳、 平均研究期間 7.9 年 コ における 51 

の 環境要因の評価結果の 大要は次のとおりであ る。 

環境要因の促進性・ 阻害性の評価を 行った全体傾向を 表 3 に示した。 ここで「 促 

進 環境指数」は、 研究者の評価 ( 促進的 (+2) ～阻害的 (-2)) の加重平均値を 

意味する。 なお、 「阻害率」として 阻害的評価 (-1,-2) を行った研究者の 構成比 

率き 、 「阻害強度」として 阻害的評価を 行った研究者の 評価の加重平均値を 算出 

した。 これらの数値を、 全体要因間の 順位とともに、 表 3 に併せ掲載した。 

研究の促進環境指数の 上位の要因に、 研究者自身の 関心や知識との 適合性、 研 

究者のテーマ 運営自律性、 所 外 研究者との交流、 学術大会参加・ 発表の自由度、 

研究に注 力 できる生活、 チーム 内 コミュニケーション、 所作機関との 交流、 個の 

尊重度、 チーム能力、 設備条件、 内外研究者コミュニティでの 競争関係、 チーム 

構成、 学会活動参加、 成果利用者等との 交流などがあ る。 研究者の自律性を 許容 

する柔軟な研究環境と、 交流促進的な 環境や研究者コミュニテ ィ との競争環境を 

提供することが 重要なことが 示唆される。 
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表 2 . 研究者の屈性・ 研究社歴と研究パフォーマンスの 関係 

１
ト
㏄
 ｜
 

( 法 @ 二軒 伍は、 世 おの同一分野 ( 神文 き杢 可能な 耳 Ⅱ ば岐 桂皮 ) の研究におけるランク 押伍の 加互 平均 棲 ( 「トッ ナ 0 Ⅱ」 (5) 、 「 lQ 好 -30% 」 (4), 「 30%-50 お 」 (3) 、 「 50%-70 お 」 (2) 、 「 70%@ 」いい 

学会発表                   招待 醸汝                   学術時文                 報告 ワ                   学術竹席 現打                   特 拝所由 靭杉                 学会無形 自己 稗価 

億性 ・ 屈歴 区分 回答故 国内 海外                 国内 海外 ; 和文 ; 欧文                                 学術               技術 

全体 305  61.8  12.0:  4.71  1.911  16.1i  22.91  12.11  4.32                19.8=  4. 鯛                 0 ・ 耶                 0.59=  0.19  3. ㏄ 

現在の年前 年前 47% 以上 157@ 79.20@ 14.15J@ 7.01@ 2.67J@ 22.6J@ 30.9J@ 15.11@ 6.13J@ 27.57J@ 5.611@ 0.73J@ 0.68J@ 0.26@ 3.82 
  

年前 46% 以下 147  43.33  9. 臼                 2 Ⅰ 2  1. 偲 8.7:  14.3                8.6:  2.20:  11.27i  3.10i  0.17                  0.49=  0. ㏄ 3. お 

劫務年放 勤務 16 年以上 Ⅰ 6 Ⅰ 72.97 13.50               5.98 2.30               2 Ⅰ・ 0               27. Ⅰ               14.9               5.22               25.73                 5.91               0 ・ 72               0-73               0.25 3.81 

劫務 16 年未満 Ⅰ 42 49.40 Ⅰ 0 ・ 24                   3.17 Ⅰ・ 43                   Ⅰ 0 ・ 2                   Ⅰ 717                   9.0                   3.2 Ⅰ                   Ⅰ 2.85                   2.89                   0 ・Ⅰ 6                   0.42                   0 ・ 12 3,35 

異 劫の経験 ま劫 経験 有 106@ 59.5@ 11.11@ 5.37@ 2.11J@ 18.6@               19.91@ 12.2@               5.391@ 24.2@               5.79J@ 0.66@               0.78J@ 0.27@ 3.70 

ま劫 経験 据 194 ㏄・ 3 12.5i 4.36 1.78i 14.3: 24.5i 12   Ⅰ                   3.77= 17.5= 3.95i 0. お                   0.49= 0.13 3.9 

他荻 的での 他械関 での 授験有 

研究経験 他校 曲 での経験 無   
海外での 海外での学会発表 有 

学会発表 海外での学会発表無   
海外での仮初の 串 会 先表包皮以下 お 71.3 17.3               7. ㏄ 2.71               19.1               31.2                 17.5               5.71               27.3               3.15               0 ・ 38               0 ・㏄             0.]7 3.81 

海外での研究 海外での研究経験 有 186  ㏄・ 4  14.6                5. ㏄ 2. ひ               16.6                ㏄・ 8                13.0i  4.52                21.3                4. 夫                 0 ・ 5]              0 ・㏄                 ・ 0.17  3.74 

海外での研究 撞 敬屈 1 Ⅰ 6 50 ・ 7 7.5                 2.96 0.78                 Ⅰ 5.3                 Ⅰ 1.5                 Ⅰ 0 ・ 7                 4.03                 Ⅰつ戸・ 5                 4.64                 0.38                 0 ・ 43                 0 ・ 23 3.36   
海外での 妓 初の研究桂枝 31% 以下 餌 80.8 15.6: B.41 3. 邱               23.7               お ・ 2; 15.6@ 5.21: 26.9: 7. 桝                 0 ・ 鵠               0.88, 0.22 3. ㏄ 

国内学会 国内学会所 屈救 H (7 以上 ) 30@ 93.0@ 14.8;@ 11.83@ 3.56;@ 38.5;@ 39.1;@ 28.61@ 12.50;@ 39.51@ 9.961@ 0.63'@ 1.26;@ 0.72@ 4.07 

国内学会所 屈救 Ⅰ い 以下 ) 31@ 68.6@ 18.01@ 6.17@ 4.161@ 10.21@ 33.71@ 8.41@ 3.751@ 13.91@ 7.08i@ 0.681@ 0.43=@ 0.30@ 3.68   
国内学年間合奉加回数 H (5 以上 ) 44@ 108.9@ 20.6.@ 12.86@ 4.36:@ 30.71@ 48.6I@ 18.1:@ 8.46i@ 34.61@ 7.541@ 0.561@ 1.08.@ 0.48@ 3.98 

国内学会年間 巷加 回数 L (l 以下 ) 39@ 32.2@ 7.61@ 2.74@ 1.83J@ 9.2;@ 9.81@ 11.81@ 3.62I@ 16.61@ 2.571@ 0.41;@ 0.38I@ 0.21@ 3.27 

海外学会 海外学会所席数 H (2 以上 ) 48@ 72.8@ 19.81@ 6.69@ 2.951@ 22.9i@ 33.01@ U ・ 6@@ 6.70'@ 41.21@ 2.441@ 0.44;@ 0.571@ 0.19@ 3.98 

海外学会所 屈致 」 (0) 
74 47.8 8.3 13.7; 邨 ; Ⅰ 2.0 0 ・ お o. 解 0.06  3.34 
海外学会年間巻柏ロ 数 H (l.5 以上 ) 26 125.6 30.2I 16.83 6.88' 35.4; 49.61 26.81 9.44= 58.81 11.641 0.90= 1.101 0.40 4.36 

海外学会年間さ 加回 枚 L (0) 62@ 49.6@ 6.5;@ 2.45@ 0.76=@ 13.61@ 18.81@ 12.01@ 3.66i@ 12.21@ 2.081@ 0.321@ 0.371@@@ 0.07@ 3.38 

出京 的 研究 下遇 経験 育つ 堅トⅡ T,. てつ 251@ 63.9@ 12.3;@ 5.06@ 1.981@ 16.9J@ 24.11@ 12.2J@ 4.611@ 21.31@ 4.591@ 0.491@ 0.611@ 0.20@ 3.61 

モデルⅠ迫技 会 Ⅰ近接 験無 51@ 53.2@ 10.51@ 3.10@ 1.491@ 11.6J@ 16.91@ 11.91@ 3.11;@ 12.51@ 4.561@ 0.331@ 0.501@ 0.12@ 3.45 

研究と 笹 理の 研究乗務 80% 以上 
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表 3. 億 大成果をあ げた時の研究環境 5 1 要因の評価値と 順位 
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阻害強度 

          (49) 

-1.00 (5 Ⅰ ) 

・Ⅰ．Ⅰ 3 <48> 

・Ⅰ．Ⅰ 5 く 42 ) 

  Ⅰ， 36   6) 

・Ⅰ． 23 (27) 

-1.33 く Ⅰ 0 ) 

-1.23 (29 ) 

・Ⅰ． 23 <31  > 

・Ⅰ． 4 Ⅰ   4 > 

- Ⅰ． 27 ( Ⅰ 9 ) 

  Ⅰ． 21 (32) 

  Ⅰ． 27 <20 Ⅰ 

  Ⅰ． 27 <18 > 

  Ⅰ． 30 ( Ⅰ 2 ) 

・Ⅰ． 27 ( Ⅰ 7 ) 

  Ⅰ．Ⅰ 3 <47> 

-1.24 <26 > 

  1.28 (16 ) 

  Ⅰ． 47 イ   2> 

-1.42   3 ) 

  Ⅰ・ 29 ( Ⅰ 4 ) 

  Ⅰ． 08 <50 > 

、 Ⅰ． 47       

- Ⅰ．Ⅰ 8 <36 > 

- Ⅰ．Ⅰ 6 <40 > 

  Ⅰ．Ⅰ 7 <39> 

  Ⅰ． 29 ( Ⅰ 5 > 

- Ⅰ． 34   8 > 

-1.26 <2 Ⅰ > 

- Ⅰ． 23 (30 ) 

・Ⅰ． 24 <25 > 

  ].14 (46  > 

・Ⅰ．Ⅰ 4 <45 ) 

  Ⅰ．Ⅰ 9 <34 > 

- 千．Ⅰ 6 (4 Ⅰ ) 

  Ⅰ． 33         

-1. Ⅰ 8 (37 ) 

・ 1.18 <35 > 

・Ⅰ． 25 (22) 

-1.35   7> 

・Ⅰ． 30 ( Ⅰ 3 ) 

-1.23 <28 > 

・Ⅰ． 39   5 Ⅰ 

・ 1.34   9) 

-1.20@ (33} 

・Ⅰ．Ⅰ 4 <43 > 

・ 1. Ⅰ 7  (38) 

・Ⅰ． 25 (23) 

- Ⅰ．Ⅰ 4 (44 ) 

・Ⅰ． 25 (24 ) 

(  > 内願位 
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阻害率の高い 要因では、 研究雑務の処理体制、 資金使用期間の 柔軟性で過半が 

阻害的としており、 また、 資金の用途柔軟性、 研究チーム人数、 資金の支給タイ 

ミング、 研究者の処遇システム、 マネジメント 側のリーダーシップ、 研究補助者、 

新内人事の流動性などが 高い。 柔軟な資金供給や 雑務処理・補助者・べース 人数 

の問題に加え、 マネジメント 関連の要因が 問題とされている。 

阻害強度でみると、 学会参加・発表の 自由度、 研究補助者、 設備条件、 行政側 

の分野設定、 研究雑務の処理体制、 所内のテーマ 提案性、 個の尊重度、 マネジメ 

ント側のリーダーシップ、 研究所対象の 評価制度、 テーマ選定評価、 所内研究者 

競争システム、 資金使用期間の 柔軟性、 研究者評価システムなどが 上位にあ る。 

研究の自律性と 資源に関わる 要因で影響が 大きいが、 マネジメント 上の評価や主 

導性 に関わる要因であ る、 行政側の分野設定、 所内のテーマ 提案性、 マネジメン 

ト側のリーダーシップ、 研究所対象の 評価制度、 テーマ選定評価、 所内研究者 競 

争 システム、 研究者評価システムなどが 上位にあ ることには留意すべきであ る。 

なお、 欧文論文、 特許など研究パフォーマンスの 高い研究者ほど 全体として 研 

究 環境の評価が 促進側であ ることが注目される。 ただし、 欧文論文指標での 高パ 

フ オーマンスの 研究者では、 阻害率で、 所内人事の流動性、 研究資金の用途の 柔 

軟性と支給タイミンバ、 使用期間の柔軟性などが、 また阻害強度で、 失敗の許容 

度 、 大学等での教育活動参画、 設備条件が平均ょり 大きく、 特許指標での 高 パフ 

ォーマンスの 研究者では、 阻害率で、 同様に資金 3 要因に加え研究雑務の 処理体 

制 、 学会参加支援体制などが、 阻害強度で、 成果利用者との 交流、 行政側の分野 

設定、 失敗の許容度などが 平均よりも大きい 要因としている。 全体として研究 費 

金の柔軟性や 人事の流動性、 研究雑務の処理体制がより 阻害的と評価されている。 

また、 促進 側 、 阻害側の評価が 分裂する傾向の 大きいものとして、 学会参加・ 

発表の自由度、 設備条件、 研究補助者、 研究雑務の処理体制、 研究資金使用期間 

の 柔軟性、 個の尊重などの 要因があ り、 これらの要因に 関する状況により 促進的 

か 阻害的かの方向を 左右する影響が 大きいことが 示唆される。 

とくに最大成果をあ げた研究の全過程を 現在所属の国立研究所で 行ったと見な 

される研究者について 別途集計すると、 阻害率では、 研究雑務の処理体制、 研究 

展開に応じた 流動的研究者、 研究補助者、 研究資金使用期間の 柔軟性、 学会参加 

に 対する支援制度、 所内人事の流動性、 研究組織構成の 自由度、 研究者の処遇シ 

ステム、 多元的なファンディンバ・ソース 受容度、 所内交流制度などの 要因で、 

全体平均よりも 高い。 また、 阻害強度では、 斯界研究機関との 交流、 研究者評価 

システム、 自分の知識・ 経験との適合、 成果利用者等との 交流、 研究マネジメン 

ト 側の設定目標、 研究者の処遇システムなどの 要因で、 全体平均よりも 大きい。 

これらは国立研究所の 改革課題を端的に 示唆している。 

本研究のべ ー スは平成 7 年度に科学技術庁科学技術政策局計画課 ( 当時 ) の委 

託を受けて ( 財 ) 政策科学研究所が 実施した調査研究「真に 独創的な研究者の 能 

力 向上皮 ぴ 発揮条件に関する 調査」の成果に 負っている。 関係各位に深く 謝 すも 

のであ る。 
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